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第一部 【企業情報】

 

第1 【企業の概況】

 

1 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第44期

第1四半期
累計期間

第45期
第1四半期
累計期間

第44期

会計期間
自 平成27年 1月 1日

至 平成27年 3月31日

自 平成28年 1月 1日

至 平成28年 3月31日

自 平成27年 1月 1日

至 平成27年12月31日

売上高 （百万円） 10,263 11,057 51,371

経常利益 （百万円） 636 686 3,546

四半期（当期）純利益 （百万円） 428 429 2,227

持分法を適用した場合の
投資利益

（百万円） － － －

資本金 （百万円） 3,395 3,395 3,395

発行済株式総数 （千株） 24,182 24,182 24,182

純資産額 （百万円） 22,700 23,793 24,053

総資産額 （百万円） 32,610 34,004 30,783

1株当たり四半期（当期）
純利益金額

（円） 19.50 19.55 101.39

潜在株式調整後1株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円） － － －

1株当たり配当額 （円） － － 50.00

自己資本比率 （％） 69.61 69.97 78.14
 

(注) 1 売上高には、消費税等は含まれておりません。

 2 持分法を適用した場合の投資利益については、対象となる関連会社がないため記載しておりません。

3 潜在株式調整後1株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

4 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては、記載しておりません。

 5 第44期の1株当たり配当額50円（うち中間配当額23円）は、特別配当4円を含んでおります。 

 

2 【事業の内容】

当第1四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）にて営まれている事業の内容について、

重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第2 【事業の状況】

 

1 【事業等のリスク】

当第1四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者

の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

2 【経営上の重要な契約等】

当第1四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

3 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1)  業績の状況

当第1四半期累計期間（平成28年1月1日～平成28年3月31日）における当社を取り巻く事業環境は、企業収益に改

善がみられるものの、一方で円高・株安による影響や実質賃金の伸び悩みなどにより個人消費が低迷したほか、原

材料価格の上昇や人手不足による人件費の増加などにより、依然として不透明な状況が続いております。

このような状況の下、当社は新規顧客への取組み及び既存顧客への提案営業等を行い、顧客ニーズにお応えする

とともに、収益性及び生産性の向上を目的とした社内体制の整備及び強化を行ってまいりました。　

この結果、当第1四半期累計期間の売上高は110億57百万円（前年同四半期比7.7％増）、営業利益は6億88百万円

（前年同四半期比8.5％増）、経常利益は6億86百万円（前年同四半期比7.9％増）、四半期純利益は4億29百万円

（前年同四半期比0.2％増）となりました。

なお、当社はディスプレイ事業の単一セグメントであるため、セグメントごとの記載に代えて、市場分野別に記

載しております。

 
市場分野別の売上高は次の通りであります。　

区分

前第1四半期累計期間
(自　平成27年 1月 1日
　至　平成27年 3月31日)

当第1四半期累計期間
(自　平成28年 1月 1日
　至　平成28年 3月31日)

増減

売上高
(百万円)

構成比
(％)

売上高
(百万円)

構成比
(％)

売上高
(百万円)

増減率
(％)

ａ．複合商業施設

　　・総合スーパー
1,813 17.7 1,475 13.3 △338 △18.6

ｂ．食品スーパー

　　・コンビニエンスストア
1,542 15.0 1,124 10.2 △417 △27.1

ｃ．各種専門店 4,885 47.6 5,668 51.3 782 16.0

ｄ．飲食店 1,139 11.1 1,435 13.0 295 25.9

ｅ．サービス等 881 8.6 1,353 12.2 471 53.5

合計 10,263 100.0 11,057 100.0 794 7.7
 

 

ａ．複合商業施設・総合スーパー

複合商業施設・総合スーパー分野では、多様化する消費者ニーズに対応した改装受注はしたものの、新規出店

数の減少及び規模の縮小等により前年同四半期に比べ減少しました。　

ｂ．食品スーパー・コンビニエンスストア

食品スーパー・コンビニエンスストア分野では、食品スーパーにおいては新規出店の受注はしたものの、前年

同四半期に比べ改装受注は減少しました。また、コンビニエンスストアでは、建築業務の取組を強化し、受注は

堅調に推移しています。
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ｃ．各種専門店

各種専門店分野では、衣料品関連のお客様からの安定した受注や、衣料品関連以外の専門店からの改装受注が

増加しました。

ｄ．飲食店

飲食店分野では、消費者ニーズの変化に対応した既存店舗の改装受注が増加しました。

ｅ．サービス等

サービス等分野では、金融・保険分野での新規出店が前年同四半期に比べ減少したものの、娯楽・余暇施設等

の新規事業分野の改装受注が増加しました。

 
(2) 財政状態の分析

　（資産）

当第1四半期会計期間末における資産は、340億4百万円（前事業年度比32億20百万円増）となりました。

流動資産は、前事業年度末に比べ33億56百万円増加し、232億94百万円となりました。その主な要因は、法人税

等の確定申告納付及び配当金の支払により現金及び預金が2億54百万円減少したものの、当四半期完成物件による

完成工事未収入金が5億18百万円、翌四半期以降の完成予定物件による未成工事支出金が32億50百万円増加したこ

とによるものです。

固定資産は、前事業年度末に比べ1億36百万円減少し、107億9百万円となりました。その主な要因は、投資有価

証券の株価下落により、投資その他の資産が1億6百万円減少したことによるものです。

　（負債）

当第1四半期会計期間末における負債は、102億10百万円（前事業年度比34億80百万円増）となりました。

流動負債は、前事業年度末に比べ34億65百万円増加し、83億61百万円となりました。その主な要因は、工事未

払金が34億95百万円増加したことによるものです。

固定負債は、前事業年度末に比べ14百万円増加し、18億49百万円となりました。その主な要因は、退職給付引

当金が15百万円増加したことによるものです。

　（純資産）

当第1四半期会計期間末における純資産は、237億93百万円（前事業年度比2億59百万円減）となりました。その

主な要因は、配当金の支払により利益剰余金が1億63百万円、投資有価証券の株価下落によりその他有価証券評価

差額金が96百万円それぞれ減少したことによるものです。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第1四半期累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありま

せん。

　

(4)  主要な設備

当第1四半期累計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前事業年度末における計画の著しい変

更はありません。

　

(5)  生産、受注及び販売の実績

当第1四半期累計期間において、生産、受注及び販売実績の著しい変動はありません。
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第3 【提出会社の状況】

 

1 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①  【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,669,200

計 40,669,200
 

 

②  【発行済株式】

 

種類
第1四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成28年3月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年5月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 24,182,109 24,182,109
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株で
あります。

計 24,182,109 24,182,109 － －
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成28年 1月 1日
～

平成28年 3月31日
－ 24,182 － 3,395,537 － 3,566,581

 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第1四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

①　【発行済株式】

 平成28年3月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － ―

議決権制限株式（自己株式等） － － ―

議決権制限株式（その他） － － ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－
権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式

（単元株式数は100株）普通株式 2,211,900

完全議決権株式（その他）
普 通 株
式　

21,897,500 218,975 同上

単元未満株式 普通株式 72,709 － 同上

発行済株式総数  24,182,109 － ―

総株主の議決権 － 218,975 ―
 

(注) 「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞ

れ4,000株及び56株含まれております。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決

権の数40個が含まれております。

 

②　【自己株式等】

 平成28年3月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社スペース

東京都中央区日本橋
人形町3-9-4

2,211,900 － 2,211,900 9.15

計 － 2,211,900 － 2,211,900 9.15
 

(注) 株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が570株(議決権5個)あります。な

お、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」欄の普通株式にそ

れぞれ500株及び70株含まれております。

 

2 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第4 【経理の状況】

 

1 四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）により作成しております。

 

2 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第1四半期会計期間（平成28年1月1日から平成28年3月31

日まで）及び第1四半期累計期間（平成28年1月1日から平成28年3月31日まで）に係る四半期財務諸表について、有限

責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

3 四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第5条第2項により、

当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目からみて、当企業集団の

財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

  なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

  ① 資産基準                          1.51％

  ② 売上高基準                        0.53％

  ③ 利益基準                        △3.61％

  ④ 利益剰余金基準                    0.62％

  ※会社間項目の消去後の数値により算出しております。
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1 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成27年12月31日)
当第1四半期会計期間
(平成28年3月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 8,761,695 8,507,435

  受取手形 ※1  1,145,574 819,356

  完成工事未収入金 8,236,752 8,755,648

  未成工事支出金 1,630,856 4,881,258

  材料及び貯蔵品 7,973 6,369

  その他 203,973 338,128

  貸倒引当金 △48,778 △13,238

  流動資産合計 19,938,047 23,294,957

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 3,082,042 3,046,672

   土地 5,284,867 5,284,867

   その他（純額） 216,225 231,021

   有形固定資産合計 8,583,134 8,562,561

  無形固定資産 131,097 121,991

  投資その他の資産   

   その他 2,135,643 2,028,979

   貸倒引当金 △4,445 △4,445

   投資その他の資産合計 2,131,197 2,024,533

  固定資産合計 10,845,430 10,709,086

 資産合計 30,783,477 34,004,043

負債の部   

 流動負債   

  工事未払金 2,132,295 5,627,909

  短期借入金 300,000 300,000

  未払法人税等 823,270 385,639

  賞与引当金 79,105 494,899

  完成工事補償引当金 35,959 36,595

  受注損失引当金 20,648 48,989

  その他 1,504,391 1,467,175

  流動負債合計 4,895,671 8,361,209

 固定負債   

  長期未払金 351,157 351,157

  退職給付引当金 1,479,402 1,494,518

  その他 4,025 3,731

  固定負債合計 1,834,585 1,849,407

 負債合計 6,730,257 10,210,617
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成27年12月31日)
当第1四半期会計期間
(平成28年3月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 3,395,537 3,395,537

  資本剰余金 3,566,798 3,566,798

  利益剰余金 18,507,173 18,343,499

  自己株式 △1,727,598 △1,727,645

  株主資本合計 23,741,911 23,578,190

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 311,308 215,236

  評価・換算差額等合計 311,308 215,236

 純資産合計 24,053,220 23,793,426

負債純資産合計 30,783,477 34,004,043
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(2) 【四半期損益計算書】

【第1四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第1四半期累計期間
(自 平成27年 1月 1日
　至 平成27年 3月31日)

当第1四半期累計期間
(自 平成28年 1月 1日
　至 平成28年 3月31日)

売上高   

 完成工事高 10,263,008 11,057,417

売上原価   

 完成工事原価 9,093,879 9,876,831

売上総利益 1,169,128 1,180,585

販売費及び一般管理費 534,624 492,461

営業利益 634,504 688,124

営業外収益   

 受取利息 435 430

 受取配当金 715 1,424

 受取地代家賃 6,860 5,444

 その他 869 1,285

 営業外収益合計 8,881 8,584

営業外費用   

 支払利息 940 943

 売上割引 5,471 4,276

 不動産賃貸費用 － 1,974

 その他 803 3,085

 営業外費用合計 7,215 10,280

経常利益 636,170 686,428

特別損失   

 固定資産除売却損 746 37

 特別損失合計 746 37

税引前四半期純利益 635,424 686,390

法人税、住民税及び事業税 325,087 364,922

法人税等調整額 △118,276 △108,053

法人税等合計 206,810 256,869

四半期純利益 428,613 429,521
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

(四半期貸借対照表関係)

 ※1 四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、前期末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が、期末残高に含まれております。

 
 

前事業年度
(平成27年12月31日)

当第1四半期会計期間
(平成28年3月31日)

受取手形 16,045千円   － 千円  
 

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第1四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第1四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第1四半期累計期間
(自 平成27年 1月 1日
 至 平成27年 3月31日)

当第1四半期累計期間
(自 平成28年 1月 1日
 至 平成28年 3月31日)

減価償却費 56,175 千円 71,131千円
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(株主資本等関係)

前第1四半期累計期間（自 平成27年1月1日 至 平成27年3月31日）

1　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年3月27日
定時株主総会

普通株式 571,249 26 平成26年12月31日 平成27年3月30日 利益剰余金
 

 

２ 基準日が当第1四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第1四半期会計期間の末日後とな

るもの

該当事項はありません。

 

当第1四半期累計期間（自 平成28年1月1日 至 平成28年3月31日）

1　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年3月30日
定時株主総会

普通株式 593,195 27 平成27年12月31日 平成28年3月31日 利益剰余金
 

 

２ 基準日が当第1四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第1四半期会計期間の末日後とな

るもの

該当事項はありません。

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第1四半期累計期間（自 平成27年1月1日 至 平成27年3月31日）

当社は、ディスプレイ事業の単一セグメントのため、記載を省略しております。

 

当第1四半期累計期間（自 平成28年1月1日 至 平成28年3月31日）

当社は、ディスプレイ事業の単一セグメントのため、記載を省略しております。

 

(1株当たり情報)

1株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第1四半期累計期間
(自 平成27年 1月 1日
 至 平成27年 3月31日)

当第1四半期累計期間
(自 平成28年 1月 1日
 至 平成28年 3月31日)

 1株当たり四半期純利益金額 19円50銭 19円55銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額(千円) 428,613 429,521

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 428,613 429,521

普通株式の期中平均株式数(株) 21,971,106 21,970,196
 

(注) 潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載をしておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 
2 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成28年5月9日

株式会社 ス ペ ー ス

 取 締 役 会 御中

有限責任監査法人 ト ー マ ツ  
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   井   上   隆   司   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   小   松         聡   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社スペース

の平成28年1月1日から平成28年12月31日までの第45期事業年度の第1四半期会計期間(平成28年1月1日から平成28年3月31

日まで)及び第1四半期累計期間(平成28年1月1日から平成28年3月31日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸

借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社スペースの平成28年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了

する第1四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) 1．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

2．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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